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1. 本書の構成および背景











文化大革命末期の 1972 年 2 月にニクソン米
国大統領が訪中して周恩来首相と会談し, 日本
は 1972 年 9 月に田中内閣の下で日中国交を樹
立した｡ 1976 年の毛沢東主席死去後の混乱期
を経て, 1976 年に第一次天安門事件が発生し
たものの, 1977 年には小平が復活し 1978 年






















経済体制｣ による ｢改革・開放｣ 路線を推進し,
とりわけ都市部・沿岸部を中心にした高度経済
成長を目指すことになった｡ 2001 年には第 9
期全人大で第 10 次五カ年計画を承認し, また
中国共産党が私企業の入党を承認するとともに
市場経済を念頭に置いた政策を打ち出した｡
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ある｡ 企業統治に関しては, 1980 年代後半以
降に学際的な研究を含めた研究活動が活発になっ
















第 5 章 企業統治システムの構築とその
プロセス




第 8 章 上場企業における外部監査と所
有構造
第 9 章 国際的視点からみた中国の企業
統治システムの特質








Berle & Means (1932) の 『近代株式会社と私
有財産』 の大企業における所有者と経営者間の
関係に関する古典的理論に触れ, Willimson
(1975) の "Market and Hierarchies" におけ
る利害関係者間の参加モデル, Jensen &
Meckiling (1976) の "Theory of the Firm:
Managerial Behavior, Agency Cost and Own-
ership Structure" におけるエージェンシー・
コスト概念を検証する｡ この他にもMice (197
1) , Fama & Jensen (1983) , Cochran &





に, 林毅夫等 (1995), 費方域 (1996), 楊瑞龍
(1997), 張維迎 (1998), 菊池敏夫 (2005), 平
























活動を活性化させるために, 1993 年 12 月の第
8 回全人代常務委員会第 5次会議において ｢中
華人民共和国公司法｣ (会社法) が採択された｡
この会社法は, 1999 年 12 月の第 9 回全人代常
務委員会第 13 次会議における若干の修正を経
て, 2005 年 10 月の第 10 回全人代常務委員会
























た, 証券取引法についても, 1997 年の金融シ
ステム改革以降に間接金融から直接金融に軸足

















て, 上位 10 社の内最大非金融株式会社上位 3
社の持株比率の平均値を表示している｡ 具体的
には, イギリス法系平均が 43％, フランス法




いる (本書 44 ページ)｡
4. 社会経済システムと企業統治
中国の所有制は, 1949 年の建国以降, 幾度
の変革を経て, 現在は, 国有経済, 集団経済,




年) は, 個人持ち株 6.51％, 集団持ち株 4.91
％, 地方自治体持ち株 65.50％, 中央政府持ち
株 12.76％, その他上場会社 3.98％, 情報未公
開組織 6.35％, となり, 地方政府および中央
政府の持ち株比率が極めて高いことに注目しな
ければならない (本書 62 ページ)｡ 大株主は,













上場会社についても, 国資局, 財政局, 国有独
資公司, 国有資産管理委員会, 業種別持ち株会







委員会 (国資委) は, 管轄国有企業の統合に努
め 2003 年の 196 社から 2007 年末に 150 社に縮
小したものの, 国有資産総額は 2004 年の 6 兆





導機関であるが, 全国国有資産の帳簿は 3分 1
が正常, 3 分 1 が曖昧, 3 分 1 が遊休とまで指
摘されており, まず公正なディスクロージャー
問題の解決から始めなければならない (本書































企業統治報告｣ (2003) によれば, 2002 年末の
上海証券取引所の 3,500 万株口座の内訳は, 個





























られているが, ｢人治｣ が ｢法治｣ を上回る側




















2006 年末現在, 1,434 社が中国の証券取引所
に上場し, 市場価値総額は 89,403 億元 (13 兆
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